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₁ ．は じ め に
　本稿は，丸山（₂₀₁₇）において提案したメソ会計のモデルを用いて1），地域的サプライチェーン
（SC：supply chain）2）及び産業クラスター3）（SC・クラスターと略す）を分析する．丸山（₂₀₁₇）は，
木質系バイオマス事業を対象とした丸山（₂₀₁₄, ₂₀₁₆）のメソ会計モデルを，林業・木材産業を動
脈，木質系バイオマス事業を静脈として考えるように拡張した．中山間地域において，豊富な森林
資源を活用する林業・木材産業・木質系バイオマス事業は競争優位があり，その振興は地方創生・
地域活性化に直結する．これらの産業の集積を，本稿は，SC・クラスターとして捉える．
　メソ会計モデルの適用にあたっては，「遠野地域木材総合供給モデル基地（遠野木工団地）」とい
う林業・木材産業の産業団地があり，そこから発生した廃材を団地内で燃料化し，市内で木質系バ
イオマスとして熱利用している岩手県遠野市を事例とする．
₁ ）　メソ会計は，企業等の組織を対象としたミクロ環境会計と，国家規模を対象としたマクロ環境会計
との中間にあるシステムとして，特定の地域というある一定の空間的広がりを会計単位とする．小口
（₁₉₉₁），₈₂-₈₃ページ，（₁₉₉₆），₂₆-₂₇ページ．
₂ ）　SC とは，製品やサービス，情報を提供するための，最終消費者から，原材料の採取という最初のサ
プライヤーにまで㴑るプロセスの連鎖のことであり，これらのプロセスに関係するあらゆる活動が含
まれる．Handfield et al. （₁₉₉₉）, p. ₂.（訳， ₂ ページ．）
₃ ）　山崎（₂₀₀₅）は，産業クラスターを，関連産業・関連諸機関（地方自治体や大学研究機関等）を含
めた地域的 SC とする．企業単位で構成される SC を超えて，地域全体の SC を構築することがクラス
ター戦略の核心である．山崎（₂₀₀₅），₁₁ページ．
₁．は じ め に
₂．地域活性化のためのメソ会計モデルの構築・検証手順
₃．遠野木工団地のソフトウェア及びハードウェアの枠組み
₄．遠野木工団地を中心とするメソ会計モデル
₅．メソ会計モデルに基づく SC・クラスターの分析
₆．まとめと展望
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　遠野木工団地は，森林理想郷の構想のもとに公と民が協同するためのソフトウェアの枠組みと，
林野庁のモデル事業として建設された産業団地・工場設備というハードウェアの枠組みから成り
立っている．ソフトウェアの構想が先にあって林野庁の予算がつきハードウェアが建設された（ソ
フトウェアがあってハードウェアがある）．ここに，遠野木工団地を中心とする SC・クラスターの
特徴がある．
　しかし，各事業体の工場設備には能力差があり，その差を埋めるために，産業団地の建設から₁₀
年以上にわたって各事業体で自主的な経営改善が図られてきた．現在各事業体・プロセスはどこま
で相互に結び付いているのか，あるいは，地域外との結び付きが強くなっているのか，これらを検
証するために，本稿はメソ会計モデルを用いる．
　本稿は SC・クラスターに属する事業体に対してヒアリング・工場見学等の実地調査を行い，事
業体からプロセスのマテリアルバランス及び関連する経営情報を収集した．これらのデータを，マ
テリアルバランスマトリックス及び SC・クラスター集計マトリックス等，メソ会計という枠組み
で整理・分析する．この整理・分析を通じて，SC・クラスターの目標と各事業体の目標とを結び
付ける形で，SC・クラスターの課題を明らかにする．そして，SC・クラスター全体及び個別事業
体における経営改善を目指す．なお，本稿が提案するメソ会計は試案・試算であり，今後モデルを
改定する可能性がある．
₂．地域活性化のためのメソ会計モデルの構築・検証手順
　本稿は，丸山（₂₀₁₇）に基づき，SC・クラスター全体やプロセス等の経営改善を図るために，
以下の手順からメソ会計モデルの構築と，SC・クラスターの分析を行う．①から⑤は SC・クラス
ターの現状を明らかにするための手順であり，⑥と⑦は，SC・クラスターの改善を図るための手
順である．本稿は①から④までの手順にしたがって，メソ会計モデルの構築を行う．そして，⑤の
手順にしたがって，遠野木工団地を中心とする SC・クラスターが当初の森林理想郷の構想のとお
りに機能しているか検証する．
① 　国や地方自治体等における施策・事業計画を明らかにする．これらの施策・事業計画から，
SC・クラスター全体の目標を特定する．
② 　SC・クラスターにおけるマテリアルフローに基づき，SC・クラスターに属する事業体及びプ
ロセス・活動，そこにおける取引関係を特定する（地域マテリアル循環フロー図の作成）．
③ 　事業体からプロセス・活動におけるマテリアルバランスを収集して，取引相手のそれと突きあ
わせ，マテリアルバランスマトリックスを作成する．
④ 　事業体から関連データ（財務データ及び非財務データ）を収集し，マテリアルバランスマト
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リックスと組みあわせて，SC・クラスター集計マトリックスを作成する．
⑤ 　マテリアルバランスマトリックス，SC・クラスター集計マトリックスから，どこかに未利用
の（あるいは，地域外に流出している）“資源”がないか，SC・クラスターに関わる事業活動の
“成果”が特定のプロセスに偏っていないか，どのプロセスがボトルネックとなっているか等，
SC・クラスターの課題を発見する．
⑥ 　事業体の目標を特定する．BSC（Balanced Scorecard）等を用いて4），SC・クラスター全体の目
標と，SC・クラスターに属する事業体ごとの目標を結び付けて調整を図る．
⑦ 　SC・クラスター全体及び事業体の目標に基づいて，将来のシナリオを作成して，シナリオに
基づく，将来のマテリアルバランスマトリックス，SC・クラスター集計マトリックスを作成す
る．いくつかのシナリオを設定し，それらを現状と対比させて代替案を検討する．
　地域マテリアル循環フロー図は，SC・クラスターに属する事業体・組織間の取引に基づき，地
域内のプロセスの連鎖関係を概念的に表す．SC・クラスターの当初の構想をもとに事業体・プロ
セス・取引関係が仮定される．そして，地方自治体や事業体等に対する実地調査をもとに，実際の
取引関係に基づいて修正される．
　各事業体に対する実地調査によって，プロセスにおけるマテリアルバランス（木材・木質系バイ
オマス等の取引先別のインプット／アウトプット）及び関連する経営情報が収集される．こうして収
集したマテリアルデータは，SC・クラスターにおける事業体間の取引関係・取引量をわかりやす
く説明できるように，マトリックス形式のインプット／アウトプット表（I/O 表）として整理され
る（マテリアルバランスマトリックス）．
　また，マテリアルバランスマトリックスにおける物量表示の取引データに取引価格を乗じること
によって事業体間の取引関係は取引金額に変換できる．マトリックス形式の貨幣表示の取引関係を
ベースに，雇用人数や関連コスト等の経営データを付け加えることで，SC・クラスター集計マト
リックスが作成される．SC・クラスター集計マトリックスは，事業体から収集したマテリアルバ
ランス及び関連データを整理して，SC における取引関係・取引量とともに，SC・クラスターが地
域に与える経済効果・社会効果・環境効果等をわかりやすく表す．
₄ ）　BSC は，「ビジョンと戦略」を実現するために，財務・顧客・業務プロセス・人材と変革という ₄ つ
の視点から業績評価を行う手法である．業績評価を通じて，ビジョンと戦略を組織全体において共有
できるようにして，その組織を経営管理し成功に導く戦略的マネジメント・システムである．Olve 
and Sjöstrand （₂₀₀₆）, ₅ -₂₁. （訳 ₉ -₃₂ページ．）
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₃ ．遠野木工団地のソフトウェア及びハードウェアの枠組み
　遠野木工団地が生まれた経緯を探ると，₁₉₇₇年 ₃ 月の「遠野市総合計画（トオノピアプラン）」の
基本構想の議決に㴑ることができる．トオノピアプランは，「大自然に息吹く永遠の田園都市（ト
オノピア）」5）をつくりあげることを目指して6），傾斜・標高等の地理的特性を生かした土地利用を行
い，「農村を背景とした適種企業の立地を促がすことが……田園都市の基盤としての産業活動の高
次化に向う」7）とされる．
　このようなアプローチを踏まえ，「民話のあふれる町づくり」を目指して，₁₉₈₆年 ₃ 月に「遠野
市 HOPE 計画（地域住宅計画）」が策定された8）．遠野市 HOPE 計画は，「あなたが創る遠野郷（景
観形成計画）」，「子や孫に創っておきたい未来（あす）への街かど（街づくり計画）」，「いろりの心 
遠野の住まい（住宅計画）」という ₃ つから構成されている．住宅計画の目標は，地域材（遠野材）
の活用と，集成加工等の新技術を採用した「遠野住宅」の供給体制を整備し，木材産業の活性化を
図ることである．遠野市は，遠野市 HOPE 計画に沿って，大工町通りの木造化（ケーススタディ第
₁号）や，綾織中学校・土淵中学校等の公共建築物の木造化に積極的に取り組んできた．
　遠野市 HOPE 計画を作成した遠野 HOPE 計画協会には，遠野景観部会・街づくり部会・遠野住
宅部会という ₃ つの専門部会が設置されていた．遠野住宅部会（立花 功 チーフ）では，「住宅投資
のお金を少しでも余計に地元に残るような住宅造りが出来ないか」9）という問題意識が共有されて
いた．このような問題意識のもと，トオノピアの建設を目指して，遠野木工団地は，図表 ₁のよう
に，公と民が協同して産地形成を図る森林理想郷として構想された．
　具体的には，森林・林業・生み出される木材という地域の“資源”を活用し，森林整備から木材
加工に至る一貫した産地形成を進める．そして，地域内での木材製品の利用拡大と，地域外に出荷
する木材製品の付加価値を高めつつ，木材供給基地としての地域の確立を図る．このようなストー
リーを実現するための，公と民が協同して産地形成を図るための協同機構の構想が，遠野木工団地
₅ ）　トオノピアとは，「将来に向かっての豊かな生産の，明るい生活の場としての，民話の息づく＜神と
人間の共存＞永遠の田園都市像」と定義される．千葉（₁₉₇₈），₁₇₁ページ．
₆ ）　トオノピアプランは，①大地と光と水と緑の生産加工都市（インダストリアルサイクルを基調に），
②明るく人間性豊かな健康文化都市（ヒューマンサイクルを基調に），③自然と歴史と民俗の博物公園
都市（ナチュラルサイクルを基調に）という都市像を ₃ つの柱として，それぞれ ₃ つの基調で地域づ
くりを進めていこうとする．千葉（₁₉₇₈），₁₇₄-₁₇₅ページ．
₇ ）　千葉（₁₉₇₈），₁₇₇ページ．
₈ ）　HOPE は「地域固有の環境を具備した住まいづくり（Housing with Proper Environment）」の略称
である．
₉ ）　立花（₂₀₀₀）， ₂ ページ．
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のソフトウェアの枠組みになっている．
　₁₉₉₁年 ₃ 月のトオノピアプラン第 ₄ 次基本計画では，「木材生産加工の促進及び遠野住宅の販売
等，地域が一体となった産地体制の整備を進めるとともに，市場競争力の強化を図る必要があ
る」10）という課題があげられた．そして，「地域特性に応じた造林から木材加工に至る一貫した産地
形成を進め，木材供給基地としての地域の確立を図る」11）という施策の方向が掲げられた．
　ハードウェアとしての遠野木工団地は，トオノピアプラン第 ₄ 次基本計画に沿って，遠野市青笹
町に林業・木材産業を集めて作られた産業団地である．団地内には，林業・木材産業・木質系バイ
オマス事業に属する ₉つの事業体の事務所及び工場，遠野高等職業訓練校，森林総合センターが存
在している（₂₀₁₇年 ₃ 月末）．これらの事業体と，遠野市内の ₂ つの製材所を含め，協同組合森林
（もり）のくに遠野・協同機構（協同機構と略す）が構成されている（事務局は遠野市林業振興課）12）．
　遠野木工団地のハードウェアの整備事業は，₁₉₉₂年度に策定された林野庁所管の『遠野地域林業
活性化基本方針書』に基づいている．基本方針書には，遠野木工団地の構想が，国が打ち出した新
政策の方向「流域システム」の理念に沿う形で盛り込まれた13）．遠野木工団地は₁₉₉₄年 ₃ 月に北上
川中流域の林野庁による指定を受けて，₁₉₉₃年度から₂₀₀₃年度までの期間に，₂₆.₅ha の敷地に約
₇₈億円の総事業費をかけて整備された．
　₁₉₉₃年度に用地の取得と各事業体の設立，₁₉₉₄年度に着工が始まり，₁₉₉₉年度にひととおりの施
設が完成した（会計期間は ₄ 月から翌年の ₃ 月）．基本的には，遠野市内で既に木材生産加工を行っ
ていた建築会社・工務店等が新たに協同組合をつくり，協同組合が事業体となり，工場設備を木工
団地内に整備した．
　図表 ₂ は，遠野木工団地を中心とする SC・クラスターの概念図である．太い矢印は木材生産加
工の地域的 SC の事業体間の相互関係であり，この SC は，林業・木材産業が含まれる動脈 SC で
ある．協同機構を構成する団地外の ₂ つの製材所が SC・クラスターに属する事業体として掲載さ
れている．事業体によって生産能力に差があるため，その差を埋めるために，各事業体では，地域
外との取引関係が生じている．なお，E 工場（乾燥加工）の経営は業務の受託専業であり14），その
経営は F 工場（集成加工）が引き受けている．
　図表 ₂ のグレーの細い矢印は，木質系バイオマス事業における相互関係（静脈 SC）である．T
バイオエナジーは，B 製材所から H 住宅建設までの木材生産加工の各事業体から生み出される廃
10）　遠野市企画調整課（₁₉₉₁），₁₁₈ページ．
11）　遠野市企画調整課（₁₉₉₁），₁₁₉ページ．
12）　協同機構は₂₀₁₅年 ₆ 月設立．団地内には，林業・木材産業ではないが，大野ゴム工業株式会社の工
場が存在する（大野ゴムは協同機構を構成する事業体である）．
13）　立花（₂₀₀₀）， ₁ ページ．
14）　Ｅ工場は，Ｂ製材所やＨ住宅建設等から，乾燥作業を₉,₀₀₀円 / m₃（税抜）で受託している．
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材を原料に，木質チップの製造・販売を行っており，静脈 SC の中核となっている．
₄．遠野木工団地を中心とするメソ会計モデル
　遠野木工団地が生まれた背景の考察から，遠野市における林業・木材産業の SC・クラスターで
は，川上から川下に至る一貫生産を地域で行い，遠野材の利用拡大を図るとともに，地域外に出荷
する木材製品の付加価値を高めることが目標となっているとわかる（ ₂．において説明した手順①．
以下同じ）．木質系バイオマス事業の立ちあげも，廃材を地域内で利活用して木材の高付加価値化
を図るという同じ目標を目指している．
　林野庁のモデル事業として整備された当初の事業展開と，その後の事業体の入れ替わりから，
SC・クラスターにおけるマテリアルフロー（木材・木質系バイオマス等）にあたりをつけ，図表 ₂
のように事業体・プロセス・取引関係が仮定された（手順②）．実際の取引関係に基づいて修正す
ることにより，図表 ₂は地域マテリアル循環フロー図となる．
　本稿は，協同機構に所属する事業体に対して，複数回にわたる実地調査を行うことにより，各事
業体からプロセスのマテリアルバランス（木材・木質系バイオマス等の取引先別のインプット／アウ
トプット）及び取引価格・取引金額を収集した．このように収集したマテリアルデータ等は，例え
ば，C 製材所のマテリアルバランスをインプット／アウトプット別に整理すると図表 ₃ 及び図表 ₄
のようになる．
　図表 ₃ は C 製材所のインプットデータが，また，図表 ₄ はアウトプットデータが，協同機構に
属する事業体との取引に関しては仕入先・販売先別に，それ以外は遠野市内・岩手県内等の取引先
の地域別に整理されている．C 製材所は ₆ 月 ₁ 日～翌 ₅ 月₃₁日を会計期間としており，図表 ₃ 及び
図表 ₄は，会計期間にあわせて収集したデータに基づいている．C 製材所のマテリアルバランスは，
スギ・カラマツ等の樹種別，そして，遠野材・岩手県産材等の産地別に分けて集計してあるが，樹
種別・産地別に分けて集計していない事業体もあった．
　図表 ₃ 及び図表 ₄には，マテリアルデータとともに取引価格・取引金額が仕入先・販売先別／地
域別に集計されている．図表 ₄ は基本的には，相手先工場引渡価格である（C 製材所が製材品や廃
材を運搬する，あるいは，そのコストを負担する．なお，T バイオエナジーへの廃材の引渡は，バーク
や背板は ₁ 山（ ₁ マルキ）あたりの価格のため（m₃では出荷量を記録していない），数量なしで金額
のみが記入されている15）．
　協同機構に属する各事業体からプロセスのマテリアルバランス及び取引価格・取引金額を収集し，
15）　Ｔバイオエナジーは₂₀₁₆年 ₂ 月にチッパーを新規導入したため，それまではＣ製材所がチップにし
てＴバイオエナジーに販売していたが，それ以降は，バークや背板等のチップ原料のみを供給してい
る．
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図表 3　プロセスのマテリアルバランス（C 製材所・インプット）
C 製材所
₂₀₁₅.₆.₁～₂₀₁₆.₅.₃₁
インプット
地域別 仕入先 樹種 産地 仕入数量 単位
単価
（税別）
購入金額
（税別）
購入金額
（運賃・税込）
木工団地・
協同機構
A 森林組合・
木材センター
（原木市場）
スギ
遠野材 ₁₉.₉₁₈ m₃ ₈,₁₀₀ ₁₅₄,₈₄₃ ₁₆₇,₂₃₀ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₁₅₆.₀₆₆ m₃ ₉,₆₁₀ ₉₁₃,₈₆₂ ₉₈₆,₉₇₁ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₀.₃₂₀ m₃ ₁₀,₃₀₉ ₈₃₂,₆₉₁ ₈₉₉,₃₀₆ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
遠野市内
（木工団地・協同機構の
事業体を除く）
スギ
遠野材 ₃₂₄₁.₁₂₂ m₃ ₉,₈₉₁ ₃₂,₀₅₇,₃₄₁ ₃₅,₂₁₀,₀₅₇ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₈₂₂.₇₂₀ m₃ ₁₀,₂₃₁ ₈,₄₁₇,₂₈₉ ₉,₂₄₇,₉₉₂ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
遠野市小計
スギ
遠野材 ₃₂₆₁.₀₄₀ m₃ ₉,₁₂₂ ₃₂,₂₁₂,₁₈₄ ₃₅,₃₇₇,₂₈₈ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₉₇₈.₇₈₆ m₃ ₉,₆₇₄ ₉,₃₃₁,₁₅₁ ₁₀,₂₃₄,₉₆₃ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₀.₃₂₀ m₃ ₁₀,₀₀₀ ₈₃₂,₆₉₁ ₈₉₉,₃₀₆ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
岩手県内
（遠野市内の事業体を除く）
スギ
遠野材 m₃
県産材 ₆₃₄.₆₁₀ m₃ ₁₀,₂₈₁ ₆,₃₁₂,₄₉₉ ₆,₈₄₄,₃₇₂ 
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 m₃
県産材 ₆₁.₄₀₆ m₃ ₉,₂₉₆ ₈₆₆,₅₆₅ ₁,₁₁₇,₆₇₃ 
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 ₁₆₉.₀₁₁ m₃ ₃,₉₀₀ ₆₇₁,₄₉₇ ₁,₀₅₃,₇₇₄ 
国産材 m₃
外材 m₃
日本国内
（岩手県内の事業体を除く）
スギ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
合計 ₅₁₀₅.₁₇₃ m₃ ₈,₄₁₇ ₅₀,₂₂₆,₅₈₇ ₅₅,₅₂₇,₃₇₆ 
（出所）筆者作成．
単位：円
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図表 4　プロセスのマテリアルバランス（C 製材所・アウトプット）
C 製材所
₂₀₁₅.₆.₁～₂₀₁₆.₅.₃₁
アウトプット
地域別 販売先 樹種 産地 販売数量 単位 単価
売上金額
（税別）
売上金額
（運賃・税込）
木工団地・協同機構
F 工場
スギ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 ₂₃.₀₀₀ m₃ ₇₁,₇₃₉ ₁,₆₅₀,₀₀₀ ₁,₇₈₂,₀₀₀ 
G 工場
スギ
遠野材 ₁₉₄.₅₃₄ m₃ ₅₃,₀₆₀ ₁₀,₃₂₁,₉₃₀ ₁₁,₁₄₇,₆₈₄ 
県産材 ₃₆.₂₇₅ m₃ ₅₄,₁₉₉ ₁,₉₆₆,₀₈₀ ₂,₁₂₃,₃₆₆ 
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₃.₇₃₈ m₃ ₄₂,₀₄₄ ₁₅₇,₁₄₀ ₁₆₉,₇₁₁ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
H 住宅建設
スギ
遠野材 ₁₀₁.₃₀₁ m₃ ₄₇,₉₂₂ ₄,₈₅₄,₅₀₀ ₅,₂₄₂,₈₆₀ 
県産材 ₁₁₉.₁₁₉ m₃ ₄₉,₈₀₉ ₅,₉₃₃,₁₆₀ ₆,₄₀₇,₈₁₃ 
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₃₆.₉₁₃ m₃ ₄₀,₄₉₅ ₁,₄₉₄,₇₈₀ ₁,₆₁₄,₃₆₂ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
I 家具製作
スギ
遠野材 ₀.₈₄₀ m₃ ₁₂₀,₀₁₂ ₁₀₀,₈₁₀ ₁₀₈,₈₇₅ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 ₀.₃₈₉ m₃ ₇₉,₉₉₀ ₃₁,₁₀₀ ₃₃,₅₈₈ 
J 建具製作
スギ
遠野材 ₆.₈₀₀ m₃ ₂₁₆,₄₈₁ ₁,₄₇₂,₀₇₀ ₁,₅₈₉,₈₃₆ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₁.₀₆₂ m₃ ₁₀₂,₀₀₆ ₁₀₈,₃₃₀ ₁₁₆,₉₉₆ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₁.₀₄₁ m₃ ₅₈,₅₆₆ ₆₀,₉₅₀ ₆₅,₈₂₆ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 ₀.₃₂₈ m₃ ₂₇₇,₃₈₅ ₉₁,₀₁₀ ₉₈,₂₉₁ 
遠野市内
（木工団地・協同機構の事業体を除く）
スギ
遠野材 ₄₀₄.₅₅₉ m₃ ₄₇,₆₁₃ ₁₉,₂₆₂,₁₉₃ ₂₀,₈₀₃,₁₆₈ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₅₈₂.₈₄₆ m₃ ₂₁,₂₄₇ ₁₂,₃₈₃,₆₈₈ ₁₃,₃₇₄,₃₈₃ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₁₁₈.₂₀₉ m₃ ₄₀,₃₃₈ ₄,₇₆₈,₂₆₀ ₅,₁₄₉,₇₂₁ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 ₃₁.₄₆₃ m₃ ₈₇,₇₇₇ ₂,₇₆₁,₇₂₃ ₂,₉₈₂,₆₆₁ 
単位：円
基本的には，相手先工場引渡価格（薪を除く）
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全事業体・プロセス分が仕入先・販売先別／地域別に整理される．A 森林組合は，素材生産と木材
センター（原木市場）という ₂ つのプロセスを有している．その他の事業体は，ひとつの事業体に
つき，ひとつのプロセスを担っている．これらプロセスのマテリアルバランスは，図表 ₅のマテリ
アルバランスマトリックスのように行列（マトリックス）の形で整理して，相互に取引関係を突き
あわせることができる（手順③）．図表 ₅ の数量の単位は，基本的には容積（m₃）であり，一部重
量（t）を用いている箇所は（t）が表記されている．
　図表 ₅は，木材・木質系バイオマス等に関して，表頭には需要側（買い手），表側には供給側（売
り手）が掲げられている．そのため，表頭の買い手の仕入は当該列の数値（インプット），表側の売
り手の販売は当該行の数値（アウトプット）として表示される．図表 ₅ における各セルの数値は，
その内訳を樹種別・産地別に区分できる場合がある．この場合，例えば，マテリアルバランスマト
リックス（スギ・遠野材），マテリアルバランスマトリックス（スギ・岩手県産材）……のように分
引渡価格（C 製材所が T バイオ
エナジーに持っていく）
平泉・水沢・盛岡
（盛岡は少ない）
遠くても福島県・
宮城県まで
薪は買い手が引き取りにくる
引渡価格
遠野市小計（製材）
スギ
遠野材 ₇₀₈.₀₃₄ m₃ ₅₀,₈₆₁ ₃₆,₀₁₁,₅₀₃ ₃₈,₈₉₂,₄₂₃ 
県産材 ₁₅₅.₃₉₄ m₃ ₅₀,₈₃₃ ₇,₈₉₉,₂₄₀ ₈,₅₃₁,₁₇₉ 
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₅₈₇.₆₄₆ m₃ ₂₁,₅₂₅ ₁₂,₆₄₉,₁₅₈ ₁₃,₆₆₁,₀₉₁ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 ₁₅₆.₁₆₂ m₃ ₄₀,₄₉₆ ₆,₃₂₃,₉₉₀ ₆,₈₂₉,₉₀₉ 
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 ₅₅.₁₈₀ m₃ ₈₂,₁₆₅ ₄,₅₃₃,₈₃₃ ₄,₈₉₆,₅₄₀ 
木工団地・協同機構 Ｔバイオエナジー
バーク ₃,₇₀₀ ₄,₀₀₀ 
背板 ₉₂,₅₇₆ ₉₉,₉₈₂ 
チップ ₃₃₀.₀₀₀ m₃ ₂,₅₀₀ ₈₂₅,₀₀₀ ₁,₀₉₁,₇₇₂ 
遠野市内（木工団地・
協同機構の事業体を除く）・廃材
薪 ₅₀₆.₀₀₀ m₃ ₂,₇₈₉ ₁,₄₁₁,₀₀₀ ₁,₅₂₃,₈₈₀ 
鋸屑 ₉₁₀,₀₀₀ ₉₈₂,₈₀₀ 
岩手県内（遠野市内の事業体を除く）
スギ
遠野材 ₅₀₄.₆₇₁ m₃ ₄₆,₆₀₆ ₂₃,₅₂₀,₆₁₀ ₂₅,₄₀₂,₂₅₉ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₂₃₁.₃₇₆ m₃ ₄₉,₆₅₅ ₁₁,₄₈₉,₀₄₁ ₁₂,₄₀₈,₁₆₄ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
岩手県内（遠野市内の事業体を除く）・
廃材
チップ ₁₃₃₀.₀₀₀ m₃ ₅,₈₅₆ ₇,₇₈₈,₇₈₀ ₈,₄₁₁,₈₈₂ 
日本国内（岩手県内の事業体を除く）
スギ
遠野材 ₁₃₅.₁₅₉ m₃ ₃₇,₃₈₂ ₅,₀₅₂,₅₁₀ ₅,₄₅₆,₇₁₁ 
県産材 m₃
国産材 m₃
カラマツ
遠野材 ₁₄₉.₅₈₆ m₃ ₄₁,₉₈₁ ₆,₂₇₉,₈₀₈ ₆,₇₈₂,₁₉₃ 
県産材 m₃
国産材 m₃
その他
遠野材 m₃
県産材 m₃
国産材 m₃
外材 m₃
日本国内（岩手県内の事業体を除く）・
廃材
合計（製材） ₂₆₈₃.₂₀₈ m₃ ₁₁₃,₇₅₉,₆₉₃ ₁₂₂,₈₆₀,₄₆₈ 
（出所）筆者作成．
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図表 5　マテリアルバランス
（出所）筆者作成．
図表 5　マテリアルバランス
需要（買い手）
供給（売り手）
伐採・搬出 原木市場 製材加工 乾燥加工 集成加工 プレカット加工
住宅建設・
外構部材 家具製作
Ａ森林組合 Ｂ製材所 Ｃ製材所 Ｄ製材所 Ｅ工場 Ｆ工場 Ｇ工場 Ｈ住宅建設 Ｉ家具製作
伐採・搬出
Ａ森林組合
6,118 
原木市場 2,815 176 84 41 
製材加工
Ｂ製材所 82 2  286 88 
Ｃ製材所 23 265 199 1  
Ｄ製材所 1  
乾燥加工 Ｅ工場
集成加工 Ｆ工場 36 6  
プレカット
加工 Ｇ工場
住宅建設・
外構部材 Ｈ住宅建設
家具製作 Ｉ家具製作
建具・内外
装材製作 Ｊ建具製作
チップ化 Ｔバイオエナジー
熱利用
森林総合
センター （供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）
たかむろ
水光園 （供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量）
その他の遠野市内 2,847 4,468 4,064 55 346 
その他の岩手県内 1,189 7,377 865 642 1,304 
その他 0  893 0  497 76 
仕入総量 0  10,154 15,553 5,187 1,495 2,061 
者作成．
図表 6　SC・クラスター集計
需要（買い手）
供給（売り手）
伐採・搬出 原木市場 製材加工 乾燥加工 集成加工 プレカット加工
住宅建設・
外構部材 家具製作
Ａ森林組合 Ｂ製材所 Ｃ製材所 Ｄ製材所 Ｅ工場 Ｆ工場 Ｇ工場 Ｈ住宅建設 Ｉ家具製作
伐採・搬出
Ａ森林組合
62,289,609 
原木市場 29,413,000 2,053,508 724,602 513,011 
製材加工
Ｂ製材所 1,989,360 46,440 11,382,120 3,838,178 
Ｃ製材所 1,782,000 17,780,743 10,499,889 142,463 
Ｄ製材所 24,489 
乾燥加工 Ｅ工場
集成加工 Ｆ工場 2,856,311 1,285,956 
プレカット
加工 Ｇ工場
住宅建設・
外構部材 Ｈ住宅建設
家具製作 Ｉ家具製作
建具・内外
装材製作 Ｊ建具製作
チップ化 Ｔバイオエナジー
熱利用
森林総合
センター
たかむろ
水光園
その他の遠野市内 26,758,016 47,420,000 44,458,050 4,333,186 17,627,499 
その他の岩手県内 10,472,076 72,396,000 9,015,819 46,599,085 35,973,399 
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クス（2015年度）
（単位：物量）
建具・内外
装材製作 チップ化 熱利用 その他の遠野市内 その他の岩手県内 その他
販売総量
Ｊ建具製作 Ｔバイオエナジー
森林総合
センター
たかむろ
水光園 用材 廃材 用材 廃材 用材 廃材
6,118 
1,050 0  2,865 0  3,974 0  11,005 
204 1,053 1,983 4,936 2,613（絶乾 t） 1,289 0  
9,923m3＋
2,613Dt
9  393m3+ 4 t 1,137 506 736 1,330 285 0  4,884m3＋ 4 t
50 
11 441 1,177 22 114 1,765 
180 13 865 1,021 6  720 2,805 
6  998 138 246 1,388 
（供給熱量）（供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量）
（供給熱量）（供給熱量）（供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量）
209 
1047m3+ 4 t
マトリックス（2015年度）
（単位：貨幣・税込）
建具・内外
装材製作 チップ化 熱利用 その他の遠野市内 その他の岩手県内 その他
売上合計
Ｊ建具製作 Ｔバイオエナジー
森林総合
センター
たかむろ
水光園 用材 廃材 用材 廃材 用材 廃材
62,289,609 
10,385,128 30,557,429 34,902,384 108,549,062 
221,018 37,234,080 2,033,640 152,525,160 37,437,120 43,688,160 290,395,276 
1,870,949 1,159,556 42,309,933 2,506,680 37,810,423 8,411,882 12,238,903 0  136,513,421 
0  24,489 
0  
4,142,267 
164,160 34,488,019 92,991,808 1,685,156 310,000 129,639,143 
270,000 445,721 841,320 35,854,559 5,400 25,285,715 62,702,715 
0  
0  
22,680 3,715,740 522,260 627,480 4,888,160 
209,000 
2,023,734 
664,814,820 
386,008,649 
4,902,558 
2  
253,345,194 
背板221束
（204m3はＢ製材所の記録）
チップ330m3，背板63束
（ 1 束＝1 m3で計算），バー
ク4 t
端材等29t
（11m3はＧ工場の記録）
他に請負分が225m3 他に請負分が5,565m3 他に請負分が135m3
背板209束（ 1 束＝1 m3で計算）
廃材の自家消費19m3を含めず
B 製材所の記録（2015年
4 月 1日～2016年 3 月31
日）は203,040円
C 製材所の記録（2015年
1 月 1日～2015年12月31
日）は1,195,754円
G 工場の記録（2015年 4
月1日～2016年 3月31日）
は152,000円
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けて作成することで詳細な数値が明らかにできる．
　図表 ₅ の事業体は相互に取引関係があるが，それぞれ生産能力に差があるため，その差を埋める
ために，地域外の事業体とも取引関係をもっている．図表 ₅を分析することによって，森林理想郷
という遠野木工団地の当初の構想のとおりに共存共栄の取引関係ができているのか，あるいは，市
外からの流入／市外への流出が想像以上に大きくなっていて，構想が形骸化してしまっているのか
等が明らかになる．
　マテリアルバランスマトリックスにおける物量表示の取引データに取引価格を乗じることによっ
て事業体間の取引関係は取引金額に変換できる．マトリックス形式の貨幣表示の取引関係をベース
に，雇用人数や関連コスト等の経営データを付け加えることで，図表 ₆のように，SC・クラスター
集計マトリックスが作成される（手順④）．
　図表 ₆ は，各事業体における表側の売上合計から，表頭の仕入合計（木材費），減価償却費，労
務費等を差し引くことで税引前利益が算出されるというイメージで作成されている（償却資産の合
計金額と雇用人数も掲載）．事業体・プロセスにおける事業収益性は SC・クラスターが地域に存在
することによる経済効果であり，雇用人数及び労務費（給与・福利），地域にまわる貨幣の量・割
合は，地域経済に波及する社会効果である．
　なお，図表 ₅ 及び図表 ₆ の数値は，事業体の会計期間にあわせて収集したデータに基づいてい
る．協同機構に所属する事業体は，基本的に，₂₀₁₅年 ₄ 月 ₁ 日～翌 ₃ 月₃₁日を会計期間とするが，
A 森林組合は₂₀₁₅年 ₁ 月 ₁ 日～₁₂月₃₁日，C 製材所は₂₀₁₅年 ₆ 月 ₁ 日～翌 ₅ 月₃₁日を会計期間とす
る．H バイオエナジーは₂₀₁₅年 ₃ 月 ₁ 日～翌 ₂ 月₂₇日を会計期間とするが，インプット／アウト
プットデータは₂₀₁₅年 ₄ 月 ₁ 日～翌 ₃ 月₃₁日として収集した．資産や費用の金額は，各事業体の
₂₀₁₅年度の決算報告書から抜き出してきた数字である．
　図表 ₅ 及び図表 ₆は，基本的には，買い手のインプットデータと売り手のアウトプットデータと
を突きあわせて作成されている（会計期間が同じであれば一致するはず）．しかし，会計期間のズレ
やデータの漏れ等のため，差異が生じた場合，図表 ₆ を作成する都合上，買い手となる事業体のイ
ンプットデータが優先される．
　今回の調査では，遠野住宅の創出という一貫生産の SC から外れる I 家具製作・J 建具製作には
実地調査が行われなかった．また，事業規模が大きい事業体を優先して調査をしたため，D 製材所
の行列に抜けが生じている．遠野材の高付加価値化の要となるプロセスは乾燥加工と集成加工だ
が，集成加工を担う F 工場と，F 工場が一体となって経営をしている E 工場（乾燥加工）には，F
工場が経営再建中であるため，実地調査を行うことができなかった．
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₅ ．メソ会計モデルに基づく SC・クラスターの分析
　図表 ₇ は図表 ₅ をもとに，事業体・プロセスごとの取引関係（マテリアルベース）を割合（パー
センテージ）でまとめた集計表である．同様に図表 ₈ は図表 ₆ をもとに，事業体・プロセスごとの
取引関係（取引金額ベース）が割合でまとめられている．プレカット加工を担う G 工場では，取引
数量（アウトプット）でみて請負分の引渡が₇₈.₅% を占める．これは，G 工場が加工賃を受け取る
形のプレカット加工の請負作業である．そのため，プレカット加工プロセスの請負分を含めた割合
はマテリアルベースのみが集計されている．廃材に関しては，木質チップ・背板・バーク等，種類
が多様であるし，また，m₃や絶乾 t 等，マテリアルベースでの集計単位が多様である．単純に足
しあわせることが難しいため，木材生産の全プロセスで発生する廃材をまとめ，取引金額ベースの
みアウトプットが集計されている．
　図表 ₅ 及び図表 ₆ ，図表 ₇ 及び図表 ₈ を用いて，川上から川下の順に SC・クラスターの分析を
行うことによって，どのプロセスでどのくらい地域外から木材・木質系バイオマスが流入している
図表 7　プロセス別の協同機構・市内・県内の取引割合（マテリアルベース）
（％）
木材
センター
製材 プレカット
住宅建設・
外構部材
販売 仕入 販売 仕入
投入
（請負含）
販売
産出
（請負含）
仕入 販売
木工団地・協同機構 ₂₈.₃ ₁₄.₈ ₉.₂ ₂₀.₁ ₅.₀ ₀.₀ ₁.₀ ₁₆.₃ ₀.₀
その他の遠野市内 ₉.₅ ₄₁.₁ ₂₁.₁ ₃.₇ ₃.₇ ₂₆.₉ ₈.₇ ₁₆.₈ ₀.₇
その他の岩手県内 ₂₆.₀ ₃₉.₇ ₅₄.₆ ₄₂.₉ ₈₂.₈ ₇₁.₈ ₈₈.₂ ₆₃.₃ ₅₈.₂
その他国内 ₃₆.₁ ₄.₃ ₁₅.₁ ₃₃.₂ ₈.₄ ₁.₃ ₂.₁ ₃.₇ ₄₁.₀
合　計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
（出所）筆者作成．
図表 8　プロセス別の協同機構・市内・県内の取引割合（取引金額ベース）
（％）
木材
センター
製材 プレカット
住宅建設・
外構部材
廃材
販売 仕入 販売 仕入 販売 仕入 販売 販売
木工団地・協同機構 ₃₀.₁ ₁₅.₄ ₁₃.₂ ₁₉.₄ ₀.₀ ₂₀.₁ ₀.₀ ₃.₄
その他の遠野市内 ₉.₆ ₄₂.₄ ₂₁.₂ ₄.₁ ₂₆.₇ ₂₂.₀ ₀.₇ ₁₀.₁
その他の岩手県内 ₂₈.₂ ₃₇.₆ ₅₀.₇ ₄₃.₉ ₇₂.₀ ₄₄.₈ ₅₈.₂ ₈₅.₉
その他国内 ₃₂.₂ ₄.₆ ₁₄.₉ ₃₂.₆ ₁.₃ ₁₃.₂ ₄₁.₁ ₀.₆
合　計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
（出所）筆者作成．
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のか／地域外に流出しているのか，どのプロセスがボトルネックとなっているか等，SC・クラス
ターの課題が明らかになる（手順⑤）．
　遠野市には，A 森林組合の他に，主要な素材生産（伐採・搬出）の事業体として，仲山林業株式
会社，株式会社昭林遠野営業所，佐々木林業土木，遠野地区国有林材生産協同組合がある．仲山林
業は ₂ 班，昭林（林産班）は ₃ 班，佐々木林業土木は ₁ 班（針葉樹）で全て皆伐の作業をしてい
る16）．A 森林組合は ₁ 班だけだが，間伐のみを行っている（皆伐の依頼がきた場合は，他の事業体に
委託する）．なお，国有林材生産は ₂班を有し，国有林を専門に素材生産をしている．
　₂₁₀₅年農林業センサスによると，遠野市の素材生産は₆₉,₂₁₄m₃であり，A 森林組合の木材セン
ターを経由するのは，このうちの₁₃.₀% である．遠野市内の主要な製材事業体である B 製材所及
び C 製材所が市内の素材生産の事業体から調達する数量（A 森林組合の木材センターからの調達を
含む）は，図表 ₅ から₁₁,₅₂₃m₃であるとわかる．この数量は，遠野市の森林から生み出された素材
の₁₆.₆% である． ₈割以上は市外に流出していると考えられる．
　B 製材所及び C 製材所が全量遠野材を使用するとしても，その需要は図表 ₅ によると₂₀,₇₄₀m₃
に過ぎず，遠野市の森林が生み出す素材を使い切るのに遠く及ばない．住宅需要が減りつつある現
状において，地域内で遠野材の利用拡大を図るためには，素材をチップ化し木質系バイオマスとし
て利活用する等，地域内で新しい木材需要を生み出す必要がある．
　図表 ₇ 及び図表 ₈ の製材プロセスをみると，マテリアルベースで₅₅.₉%・取引金額ベースで
₅₇.₈％が遠野市内の素材生産の事業体及び A 森林組合の木材センターから調達されている．製材プ
ロセスは，遠野市の森林が生み出す素材を十分に利用できているとはいえないものの，森林及び素
材生産と結び付いている．しかし，販売は，マテリアルベースで₆₉.₇%・取引金額ベースで₆₅.₆％
が市外に流出しており，製材プロセスと，その後に続く乾燥加工・集成加工のプロセスは切り離さ
れてしまっている．
　プレカット加工プロセスは，マテリアルベースで₇₆.₁%・取引金額ベースで₇₆.₅%（マテリアルベー
スでみて委託分を含めれば₉₁.₂%）が市外の事業体からの調達であり，上流のプロセスの乾燥加工・
集成加工と切り離されている．なお，B 製材所及び C 製材所の製材品の販売量は₁₀,₃₉₁m₃，G 工
場の仕入量は（請負分の受入量をあわせ）₇,₄₉₅m₃であり，G 工場の事業規模が格別に大きいという
わけではない．プレカット加工プロセスの販売をみると，H 住宅建設や市内の工務店等を経由す
るのは，マテリアルベースで₂₆.₉%，取引金額ベースで₂₆.₇%（マテリアルベースでみて委託分を含
めれば₉.₇%）に過ぎない．
　E 工場及び F 工場は，遠野材の高付加価値化の要となるプロセス（乾燥加工及び集成加工）を担
うために，遠野木工団地の整備とあわせて設立された事業体である．それにもかかわらず，図表 ₇
16）　₂₀₁₇日 ₇ 月₁₇日の A 森林組合に対する聞き取り及びその後の各事業体に対する聞き取りに基づく．
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及び図表 ₈ からは，川上から川下に至る一貫生産にあたって，E 工場及び F 工場が SC・クラス
ターから切り離されてしまっていることがわかる．E工場及び F 工場には実地調査を行うことがで
きなかったが，F 工場が経営再建を果たすためには，（一体経営をしている E 工場とあわせ）SC・ク
ラスターとの結び付きの強化を図る必要があろう（それにより，SC・クラスター全体で，遠野材の利
用拡大と高付加価値化が図られる）．
　H 住宅建設は，遠野市等の出資による第三セクター組織で，遠野住宅の創出を究極の念願とし
つつ，東京や東北地域を中心に遠野材を活用した建築工事を行っている（商社機能）17）．その他に，
素材を購入して外構部材の設計・施工をしている18）．H 住宅建設の事業報告（₂₀₁₅年度）によると，
総売上のうち，建築工事が₅₆.₅%，外構工事が₄₃.₀% を占める．
　図表 ₇ 及び図表 ₈ の H 住宅建設（住宅建設・外構部材）の仕入取引をみると，協同機構の構成企
業を含む市内からの調達が，マテリアルベースで₃₃.₁%，取引金額ベースで₄₂.₁% である．さらに
H 住宅建設のマテリアルバランス（インプット）をみると，マテリアルベースで遠野材の割合は
₂₁.₉% に過ぎず，岩手県産材（遠野材を除く）が₇₃.₅% を占める．これらの数字から，一貫生産を
図るための SC・クラスターが十分に機能していないために，H 住宅建設は遠野材の調達が十分に
できず，利用拡大が図れていないことが読み取れる．
　また，H 住宅建設の商社機能の販売件数（₂₀₁₅年度）は，₃₁件（遠野市内が ₉ 件，その他の県内が
₁₉件，それ以外の地域が ₃件）である．₂₀₁₆年度は₁₀₁件（市内₂₅件，県内₂₂件，その他₅₄件）である．
前プロセス（製材加工及びプレカット加工）の生産規模を考えあわせると，遠野材の生産・流通体
制の整備とともに，H 住宅建設の商社機能の販売能力の強化が必要になってくるかもしれない．
　図表 ₈ の廃材に注目すると，協同機構の構成事業体から発生する廃材のうち，T バイオエナジー
が木質チップとして利活用しているのは，取引金額ベースでわずか₃.₄% に過ぎない．畜舎床材・
菌床・薪等をあわせても，遠野市内で利活用できているのは，廃材の₁₃.₄% である．主に製紙用原
料として，廃材の₈₅.₉% は市外に流出している．
　木質系バイオマスは嵩の割に重さがないため運搬にコストがかかり，地域内で利活用する方が有
利である．また，製材プロセスが，遠野市の森林から生み出された素材を十分に使用できていない
状況においては，遠野材の利用拡大を図るために，素材をチップ化し木質系バイオマスとして利活
用することが必要となっている．さらに，森林には未利用間伐材・林地残材が，ほぼ手つかずのま
ま残されている．T バイオエナジーのチッパーの稼働状況をみると，チップ加工の生産能力には大
17）　H 住宅建設は商社機能として，B 製材所から製材品を（一部Ｅ工場での乾燥加工を含む材工込みで）
仕入れたり，F 工場から集成材を仕入れたり，あるいは，G 工場や J 建具製作に作業を委託したり等，
住宅建設のための加工材を調達する．そして，これらの加工材を，木造住宅，校舎・屋体等の新築・
増改築及びこれらの関連付帯木造工事のために納入している．
18）　外構とは「木造外部構造物」の略で，公園施設，道路付帯施設，河川付帯施設等である．
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幅な余裕があるので，市内の公共施設や学校等で木質チップボイラーの設置を進める等，地域内で
の木質バイオマスの利活用（需要）の拡大が急務である．
₆．まとめと展望
　本稿は，丸山（₂₀₁₇）において提案したメソ会計のモデルを用いて，遠野木工団地を中心とする
SC・クラスターが当初の構想のとおりに機能しているかを検証した．遠野木工団地は，公と民が
協同するためのソフトウェアの森林理想郷の構想が先にあって，林野庁の予算がつき産業団地・工
場設備等のハードウェアが建設された．遠野木工団地が生まれた背景の考察から，遠野材の利用拡
大と，一貫生産による高付加価値化という SC・クラスターにおける目標が明らかになった．本稿
は，図表 ₅ のマテリアルバランスマトリックス及び図表 ₆ の SC・クラスター集計マトリックスを
用いて，SC・クラスターに属する事業体間の取引関係を整理した．そして，図表 ₅ 及び図表 ₆ を
分析することにより，当初の森林理想郷の構想と結び付ける形で，SC・クラスターの課題を明ら
かにした．
　結論をいえば，遠野木工団地は国・県・市・事業体により約₇₈億円の総事業費をかけて整備され
たにもかかわらず，SC・クラスターが十分に機能しているとは言い難い．協同機構という公民協
同の枠組みはあるものの，実際には一貫生産は実現できていない．
　具体的な課題として，遠野市の森林から生み出された素材の ₈割が市外に流出していること，遠
野材の高付加価値化の要となるプロセス（乾燥加工及び集成加工）が SC・クラスターと切り離され
てしまっていること，廃材の ₉割が地域外に流出してしまっていること等が明らかになった．これ
らの解決を図るために，乾燥加工及び集成加工のプロセスと SC・クラスターとの結び付きの強化
を図ること，また，木質系バイオマスの利用拡大を図るための施設整備を図ること等が考えられ
た．
　今回は，遠野木工団地を中心とする SC ･ クラスターが中心で，仲山林業・昭林・佐々木林業土
木・国有林材生産に対して実地調査ができなかった．しかし，遠野材の地域内における循環，地域
外への流出を詳細に調査するためには，また，遠野材の利用拡大が地域の森林に与える影響を調査
するためには，素材生産の事業体の調査を拡大する必要がある．岩手県産材認証推進協議会が行う
「県産材」の産地証明制度のように，遠野材のブランド化を図る仕組みがない状況において，遠野
材の利用拡大を図るためには，遠野の森林と SC・クラスターの結び付きを調査する必要があり，
これは課題となる．
　SC・クラスター集計マトリックスには，地域での取引金額とともに，雇用人数・労務費・税引
前利益等が掲載されている．事業体・プロセスにおける事業収益性は SC・クラスターが地域に存
在することによる経済効果であり，雇用人数及び労務費（給与・福利），地域にまわる貨幣の量・
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割合は，地域経済に波及する社会効果である．
　これらの経済効果・社会効果の他に，SC・クラスター集計マトリックスには直接表れていないが，
木質チップの製造・利用による経済効果は，重油・ガス等の化石燃料からの代替による燃料代の節
約という形で，また，環境効果は化石燃料の使用量の削減や CO₂排出量の削減という形で，熱利
用施設で生じている．地域材の利用促進は，遠野材のブランド化による高付加価値化（経済効果）
や，間伐等の森林整備の促進による健全な森林の育成（環境効果）という形でも地域に効果を生み
出している．SC・クラスターが地域に与える経済・社会・環境効果を測定・分析することは課題
となる．
　［付記 ］本稿は JSPS 科研費「基盤研究（C）」（課題番号：₁₆K₀₄₀₀₄及び₁₅K₀₀₆₅₅）による研究成果の一
部である．
 　　　 　本稿の執筆にあたり，貴重な時間を割いて調査にご協力くださったみなさまに心から感謝の気持
ちと御礼を申し上げたく，謝辞にかえさせていただきます（敬称略）．
 　　　　　遠野市農林畜産部林業振興課　佐々木 徹 課長，佐々木 貴博 主任
 　　　　　遠野地方森林組合　菊池 修市 参与
 　　　　　協同組合リッチヒル遠野　菊池 智 理事長
 　　　　　有限会社鈴木製材所　鈴木光宏 代表取締役
 　　　　　遠野木材加工事業協同組合　三光楼 二男 工場長（当時）
 　　　　　株式会社リンデンバウム遠野　立花 功 社長，阿部 祥智 経理主任（当時）
 　　　　　遠野バイオエナジー株式会社　大西 麻里 広報担当（当時）
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